
先般「年金ＮＥＷＳ２０２３．１２．８【ＤＢ基金】予算代議員会特集号」にて、令和６年度予算代議員会
の議案について、ご案内いたしました。

今回、２０２３年１２月２７日、「デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための厚生労働省
関係省令の一部を改正する省令」（令和５年厚生労働省令第１６５号）が公布され、同日施行されました。

この中で、企業年金基金の運営に関するものとして、企業年金基金が行う「業務概況の周知」の実施方法に
ついて、クラウドサービスを用いた方法にて実施することも可能になるなど、選択肢の拡大が行われました。
当該改正に伴う規約変更についてご案内いたします。

規約の変更時期については、生命保険協会からの照会に対して、厚生労働省より以下の回答を得ております。
・法改正の施行日後、遅滞なく規約変更を行う。
・施行同時の規約変更を求めるものではない。

【内容】
議決事項について

＜別紙１＞ 解説資料（続報）
＜別紙２＞ 規約の雛型（続報）

＜参考＞

・「『デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令』の公布について（通知）」

（年発1227第1号 令和5年12月27日）及び「（参考資料）省令に規定する方法について」

・「デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令の施行に伴う『確定給付

企業年金に係る資産運用関係者の役割及び責任に関するガイドラインについて（通知）』の一部改正について」

（年発1227第3号 令和5年12月27日）

・「『確定給付企業年金規約例』の一部改正について」（事務連絡 令和5年12月27日）

本資料は、作成時点における信頼できる情報にもとづいて作成されたものですが、その情報の確実性を保証するものではありません。
本資料に含まれる会計・税務・法律等の取扱いについては、公認会計士・税理士・弁護士等にご確認のうえ、貴団体自らご判断ください。

◇2024.1.11 日本生命保険相互会社 団体年金コンサルティングＧ 発行（日本-年基-202401-170-0414-D）

TEL : 03-5533-5572

〔受付時間：月～金曜日 9:00～17:00 (祝日、12/31～1/3を除く。）〕

E-mail : kikinmadoguti@nissay.co.jp 
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【当社総幹事基金様へのお願い】
・代議員会で規約を変更される際、基金様にて変更後の新旧対照条文と全文規約を作成された場合は、
当社担当者まで都度ご連絡いただき、当局認可または届出後、速やかに新旧対照条文または変更後
全文規約を当社宛ご提供いただきますよう、お願いいたします。

・貴基金と当社保管の規約において相違が起きないようにするため、ご協力ください。
・なお、当社に変更規約の作成を依頼される場合、通常の規約変更時と同様、お時間をいただく点、
ご了承ください。



Ⅰ. 議決事項について

議決事項 対象 別紙１ 別紙２

令和６年度の予算編成について 全基金 Ｐ２ －

財政検証の継続基準抵触に伴う対応について 該当基金 Ｐ４ Ｐ３

財政検証の非継続基準抵触に伴う対応について 該当基金 Ｐ７ Ｐ８

令和４年度末基準日の定期的な財政再計算に伴う対応について 該当基金 Ｐ９ Ｐ１３

許容繰越不足金の算出方法の変更に伴う規約変更・財政運営規程変更について 該当基金 Ｐ１３ －

最低積立基準額の算定に用いる予定利率の変更に伴う財政運営規程変更について 該当基金 Ｐ１４ Ｐ１８

必要事項の公告の方法に関する改正に伴う規約変更について 該当基金 Ｐ１７ Ｐ３１

ＤＣ拠出限度額の見直しに伴う、他制度掛金相当額のＤＢ規約への規定について 全基金 Ｐ１９ －

通知の発出に伴う監事監査規程の変更について 該当基金 Ｐ２１ Ｐ３６

給付裁定時の添付書類の省略等に伴う規約変更・給付規程変更について 該当基金 Ｐ２２ Ｐ４０

制度間の年金資産の移換（ポータビリティ）の改善に伴う規約変更について 全基金 Ｐ２４ Ｐ５５

福祉事業の具体内容の規約上の明確化について 該当基金 Ｐ２５ Ｐ６１

ＡＵＰの導入に伴う財務及び会計規程変更について（資産額２０億円超の総合型ＤＢ基金） 該当基金 Ｐ２６ Ｐ６５

代議員会の運営方法に関する規約・規程変更について 該当基金 Ｐ２７ Ｐ６９

リスク対応掛金の拠出・リスク分担型企業年金の導入に伴う規程変更について 該当基金 Ｐ２９ Ｐ１００

業務概況の周知の方法の選択肢の拡大に伴う規約変更について 全基金 P２ P３

・今回の「続報」でご案内している内容を としております。
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その他事項 対象 別紙１ 別紙２

育児・介護休業法の改正に伴う規約変更について 該当基金 Ｐ３８ －

押印を求める手続きの見直しについて 該当基金 Ｐ３９ －

代議員会で審議された事項等の事業主への情報提供について 全基金 Ｐ４１ －

Ⅲ. その他事項について

報告事項 対象 別紙１ 別紙２

資産管理運用業務に関する報告について 全基金 Ｐ３２ －

資産運用委員会に関する報告について 該当基金 Ｐ３４ －

ＤＢ法に基づく監査の結果について 該当基金 Ｐ３５ －

キャッシュバランスプラン制度における新年度に適用する利率について 該当基金 Ｐ３６ －

理事長専決処分について

規約・規程の一部変更について 該当基金 － －

各契約の締結・変更について 該当基金 － －

予算流用について 該当基金 － －

Ⅱ. 報告事項について
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